
 
  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         
 

 

平成 28年３月 

長  沼  町 

長沼町住生活基本計画
〈概要書〉 
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■ 計画の概要 

 １ 計画の目的 

長沼町では、平成 16 年 3 月に、「長沼町住宅マスタープラン」及び「長沼町公営住宅ストック総合

活用計画」を策定し、住宅施策や公営住宅の計画的な整備、維持管理を推進してきました。 

国の住宅施策においては、平成 18 年度に「住生活基本法」を制定、9 月には「住生活基本計画（全

国計画）」を定めています。また、北海道では住生活基本法に基づき、平成 19 年 2 月に「北海道住生

活基本計画」を策定、平成 24年 3月には計画を見直し、住宅施策を展開しています。 

本町では、従前住宅マスタープランの計画期間がすでに終了していることから、現状におけるまち

づくりの方針を踏まえるとともに、状況等の変化に対応するため、改めて「長沼町住生活基本計画」

を策定するものとします。 

 

本計画は、長沼町の地域特性、住宅事情などから住生活の安定向上に関する課題を明らかにし、国

や北海道の既定計画に基づきながら、目指すべき住まい・まちづくりの方向性とその実現に向けた具

体的な施策を設定することにより、住宅の質や住環境の向上はもとより、住宅のもつ「社会性」にも

着目し、福祉施策や人口減少対策、まちづくりの分野などの取り組みを反映した、住宅関連施策を計

画的・総合的に推進することを目的としています。 

  

 

２ 計画の位置づけ  

本計画は、「第５期長沼町総合振興計画」の住宅分野における基本計画と位置づけ、関連計画等と連

携を図るとともに、策定にあたっては「住生活基本計画（全国計画）」及び「北海道住生活基本計画」

に即したものとします。  

 

■計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

    

 

                 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５期長沼町総合振興計画 

［平成２３～３２年度］ 

 
■ 関連計画 ■ 

 

○長沼町総合戦略 

○長沼町高齢者福祉計画・ 

第６期介護保険事業計画 

(平成 27～29 年度） 

○長沼町耐震改修促進計画 

（平成 23～27 年度） 

             など 

 

 

長沼町住生活基本計画 

（平成 28～37 年度） 

 
  

長沼町公営住宅等 

長寿命化計画 

（平成 23～32 年度） 

 

北海道 

住生活基本計画 

（平成 23～32年度） 

 

住生活基本計画 

（全国計画） 

（平成 23～32年度） 
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３ 計画対象・計画期間 

（１）計画の対象 

長沼町の民間住宅を含む、住宅全般を対象とします。 
 

（２）計画の期間 

計画期間は、平成 28年度から平成 37 年度までの 10年間とし、進捗の状況や総合振興計画との整合

を図るため、5年程度毎に見直しを行いながら運用することとします。 

 

 

４ 計画の構成 

本計画の構成は、次の通りです。 
 

 

 

 

                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ章 住宅特性別・地区別の展開 
    １．住宅特性別の展開 
   ２．地区別の展開 

Ⅴ章 施策推進に向けた重点的な取り組み 
    １．施策推進のポイント 
   ２．重点的な取組み 
    ３．施策の推進に向けて 
 

■計画の概要 
   

Ⅰ章 長沼町の住宅特性 
   １．長沼町の特性 
   ２．長沼町の住宅事情 
   ３．住まい・まちづくりに関連する町民意識 
 

Ⅱ章 住宅施策の現状と課題 
   １．住宅施策展開の背景 
   ２．住生活・住宅に関わる地域の将来像 

３．住宅施策の基本的課題 

Ⅲ章 住宅施策の目標と展開方向 
    １．住宅施策展開の基本的な考え方 
    ２．住宅施策の目標 
    ３．住宅施策の展開方向 



 
  

  
 3 

 
  

Ⅰ 長沼町の住宅特性 
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（世帯） （人） 

■人口・世帯数の推移 

世帯数 人口 
（国勢調査） 

１．長沼町の特性          

（１）立地特性・広域環境 

長沼町は北海道の中央、広大な石狩平野の南東部に位置し、

札幌、江別、岩見沢、千歳、恵庭、北広島などの都市と隣接

する立地特性にあります。基幹産業の農業を発展の基礎にお

きながら、豊かな自然の中で快適に生活できる環境を活かし、

グリーン・ツーリズム等による都市との交流、新エネルギー

の活用や良好な景観を維持する取り組み等の自然との共生、

まおいネットの構築等高度情報化の推進に努め、各々の分野

において着実な発展を図り、都市との近接性を活かした田園

都市として発展してきました。 

（２）自然環境 

地勢は概ね平坦ですが東側に標高 100～280m 

の馬追丘陵が連なり、長沼町の景観の骨格とな

っています。東側 1/3 の馬追丘陵の緩傾斜地、

河川沿いの水辺の風景、平担地は明治期に計画

的に開発された 300 間四方の殖民区画と、そこ

に育つ防風林など、長沼町の歴史と産業に培わ

れてきた独自の田園景観を有しています。 

気候は西部北海道気候区に属し、太平洋と日

本海の季節風の影響を受けることから、春から

夏にかけては太平洋から吹く冷たい偏東風の影

響を受け、また冬は日本海から西・北西の強い

季節風によってにわかに多量の降雪をみるなど、季節によって、風の影響を受けることがあります。 

（３）産業と観光 

町の歴史は明治 20 年頃にさかのぼり、明治 22 年には稲作を初めて成功させ、米どころ長沼の基礎

を築きました。現在も基幹産業は農業ですが、近年は農業を核とした「グリーン・ツーリズム」を展

開、都市近郊の立地条件を生かし、都市と農村の交流促進と相互理解を図るため特区の認定も受けて

います。また、観光では、体験型・滞在型のレクリエーション施設を充実させ観光情報の提供にも努

めるなど、魅力ある地域づくりに取り組んでいます。 

（４）人口・世帯にみる地域状況 

長沼町の人口・世帯は平成 27年 3月末で、11,439

人、5,007世帯です（住民基本台帳）。 

人口は平成 2 年以降、減少から微増にあったものの、

12 年以降再び減少に転じ、人口減少が続いています。 

高齢者人口は増加傾向にあり、子供および生産年

齢人口は減少し、少子高齢化が進行しています。 

世帯は核家族化から、増加が続いてきましたが、

近年は世帯当たり人員の減少がやや緩慢になり世帯

減少に向かっています。それに伴い１人２人世帯の

増加もやや頭打ちになってきていますが、４人以上世帯の減少は続いています。 

高齢者世帯(65 歳以上高齢者のいる世帯)は増加を続け一般世帯のほぼ半数、世帯人員別では、１人２人

世帯が急増する等、高齢者世帯の増加と高齢独居や高齢夫婦世帯等の増加傾向を顕著に示しています。
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 ２．長沼町の住宅事情  

（１）住宅の所有状況 

住宅に住む世帯数は平成 2年以降増加の傾向にありま

したが、平成 17 年以降の人口減少、世帯数の微減など

の影響もあり、ここ 5～10年において、所有関係別世帯

でも変化が生じている状況で、世帯の小規模化や高齢化

など、世帯状況の変化に伴ってその対応が求められると

ころです。持ち家をはじめとする建物の老朽化やニーズ

の多様化に、住宅が対応できないことも懸念され、改修

や空き家活用等への支援継続が期待されます。 

また、定住化促進の取り組みとしての、子育て世帯に

対する住宅支援策の検討も求められます。 

（２）高齢者世帯の住宅状況 
高齢者世帯は急増しており、その約 9 割は持ち家であ

ることから、持ち家に住む高齢世帯も急激な増加となっ

ています。高齢者世帯の変化では、持ち家（多くは戸建

て住宅）に高齢独居もしくは高齢夫婦（２人）で暮らす

ケースが増加しているものと判断されます。 

（３）住宅種別の状況 
■戸建て住宅 

・戸建て住宅は、住宅全体の 8割を占め、管内、全道

と比べ高い割合を占め、持ち家世帯の主な居住形態

となっています。 

■民営借家 

・民営借家世帯はこの 20 年微増を続けています。建

て方は共同住宅が多く、管内平均よりも戸建てや長屋建て率が低く、共同住宅率が高いことが特

徴です。 

■公営借家 

・平成 28 年 2月末現在 14団地 339 戸、入居世帯数は 318 世帯となっています。既存住宅の 61％が

建替対象の老朽住宅であり、「公営住宅等長寿命化計画（平成 23年 3月）」に基づき建替事業等を

計画的に推進しています。 

・建替住宅は平成 23 年度末までは耐火建築としてきましたが宮下南団地以降（平成 24 年度）は木

造平屋、２階建てによる建設としています。 

・公営住宅の募集と応募の状況は、平成 23年以降１倍を下まわって推移しますが、新規住戸に対す

る倍率は高くなっています。 

（４）地区別の特性 
町内の居住地区は、「長沼市街地」と「農村地域」「馬追丘陵地」の大きく３つに分けて捉えること

ができます。主な住宅形式も地区別の特性を踏まえ、市街地では「市街地住宅」、農村地域では「農家

住宅」、丘陵地域では「別荘・リゾート住宅」といった特色ある住宅づくりとなっています。ここ 10

年間の地区別の人口・世帯動向は、「長沼市街地」と「農村地域・馬追丘陵地」とに分けると、市街地

人口はほぼ一定ですが、農村地域・馬追丘陵地は人口減少となっています。世帯数では、市街地で増

加、農村・丘陵地は横ばいで、市街地への世帯集積度が高くなっています。 

（５）住宅の建設動向 
町内の住宅着工件数は、ほぼ毎年 40 件以上の着工件数となっており、この 10 年間で長沼市街地で

は 329 件、農村地域・馬追丘陵地では 166 件、併せて約 500 件が建設されています。建て方別では、

長沼市街地では共同住宅の建設が近年増加し、農村・丘陵地域では専用住宅の建設が続いています。 
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 ３．住まい・まちづくりに関連する町民意識  

（１）アンケート調査の概要 

■調査方法 

・長沼町内の住宅に住む世帯を対象とし、事業所、団体などを経由した配付・回収としています。 

・調査期間：配付：平成 27 年 11月 17 日・回収：平成 27 年 12月 25日  

■配付・回収概要 

調査票の回収は、配付数 2,024票に対し、回収 782票となり、回収率は 38.6％となっています。そ 

のうち有効回答は 770 通、有効回答率は 38.0％となります。町の現在の世帯は約 4,300 世帯であるこ

とから、町内全世帯の 2割弱の意見を聞く結果となりました。 

（２）住宅および居住環境についての住民評価 

■愛着と満足度 

・住宅への愛着は 85％と高いものの、住宅への満足度は 67％、住環境への満足度は 76％。 

■住宅への不満要素 

・「高齢者などへの配慮」や「地震時の住宅の安全性」への不満が高いのは全国調査とほぼ同じ傾向、

続いて「敷地内の雪対策」や「省エネルギー」への不満があげられており、北国ならではの結果

となっている。 

■住宅に関して重要と思うもの 

・地震や火災に対しての安全性の確保が最も多く、次に「断熱性・気密性の確保」や「敷地の雪対

策」など北国で暮らすための要素が多くあげられている。 

■住環境への不満要素 

・「前面道路の除排雪」への不満が最も多く、それ以外は「敷地、その周りのバリアフリー化」への

「不満が高く国調査とほぼ同じ傾向、長沼町では「日常の買い物、通院、通勤、通学などの利便

性」に対する不満が多い傾向にある。      

■住環境に関して重要と思う項目 

・「前面道路の除排雪」が最も多く、次に「日常の買い物、通院などの利便性」、続いて「治安、犯

罪発生の防止」も多く、安全・安心なまちへの要望も強いことがうかがわれる。  

（３）居住動向 

・全体の 4割弱の世帯が最近 5年間に何らかの変化があったと回答 

・住み替えが最も多く 2割、リフォームが 1割 

・持ち家に住み変えた世帯の内、新築が 6 割、中古住宅を購入した世帯が 2 割 

・リフォームの理由は、「傷みを直す、きれいにする」が約 8 割 

（４）住まいの将来計画 

・全体の 3割が将来に対して、何らかの予定があると回答 

・予定があると回答した世帯の 3割は、傷んだ箇所の改修、広くする増築を計画 

・別な場所への新築も 2割ありますが、中古住宅を購入したいという世帯も 1割 

・「一般のアパートに住む」は「公営住宅に住む」の２倍 

（５）住宅施策への要望 

高齢になっても安心して住み続けられる住宅施策が上位を占めるとともに、 

住宅リフォームへの助成制度、公営住宅の建替など、多様なニーズがうかがわれます。 

［全体］ 

・１位：高齢者に配慮した“見まもり”などのサービスが受けられる住宅の整備（32.3％） 

・２位：住宅リフォームへの助成（29.0％） 

・３位：高齢者が安心して暮らせるケアハウス（27.3％） 

［所有関係別・世帯特性別］ 

・民営借家、社宅・寮世帯は、単身の若い人が入居できるアパートやシェアハウス、子育て世帯は

「住宅リフォーム助成制度」に並んで「子育て支援住宅や施設の整備」が多い。
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Ⅱ 住宅施策の現状と課題 

 １．住宅施策展開の背景 

（１）長沼町の目指す方向 ＜ 第５期長沼町総合振興計画 ＞ 

長沼町では、平成 23年度を初年度とする「第５期長沼町総合振興計画」を策定しています。総合振

興計画では、四季折々の風情を見せるふるさとの山馬追丘陵や豊かに耕された田園の輝き、誰もが安

全に暮らせるまちづくりを目指して、新しい時代に向けた本町の基盤づくりを進め、緑の充実や農業

の振興は、本町のまちづくりの普遍的なテーマであることを示しています。 

本計画では、第５期長沼町総合振興計画との整合を図りながら進めることとします。 

（２）人口減少社会における地域再生の方向 〈長沼町人口ビジョン・総合戦略〉 

国は、我が国が先駆けて人口減少・超高齢化社会を迎えていることから、国と地方が総力をあげて、

活力ある日本社会の維持、地方からの日本の創生をめざしていくために「まち・ひと・しごと創生法」

を平成 26年度に制定し、国及び北海道においては「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン・総合戦略」

を策定しています。 

これらを踏まえ、本町においても、まちの抱える様々な課題に一体的に取り組むため「長沼町人口

ビジョン及びまち・ひと・しごと総合戦略」を平成 27 年に策定しています。 

（３）住宅政策の展開方向  ＜住生活基本法・基本計画及び北海道計画 ＞ 

平成 18年に制定された住生活基本法は、住宅セーフティネットの確保を図りつつ、健全な住宅市場

を整備するとともに、国民の住生活の「質」の向上を図る政策への本格的な転換を図る道筋を示した

ものであり、国及び都道府県は、住生活の安定の確保及び促進に関する基本的な計画を定めることと

しています。本計画においても、国及び北海道の基本計画を踏まえ、策定することとします。 

① 住生活基本計画（全国計画）〈平成 23 年 3 月〉 

国においては、平成 23年 3 月に住生活基本計画（全国計画）の変更を行ったところであり、サー

ビス付き高齢者向け住宅の供給促進など高齢者の安定した住まいの確保、省エネ住宅の供給など住

宅分野での低炭素社会に向けた取り組みの促進、既存住宅が円滑に活用される市場整備などに取り

組むとしています。 

② 北海道住生活基本計画 〈平成 24 年 3 月〉 

北海道では、平成 19年 2月に策定した「北海道住生活基本計画」に基づき、道民の住生活の安定

の確保と向上に向けて取り組んできましたが、平成 23 年 3 月の全国計画の見直しを踏まえ、社会情

勢の変化や新たな課題に対応した一層効果的な施策の推進に向け、平成 24年 3月「北海道住生活基

本計画」の見直しを行っています。計画においては、住宅政策の目標や推進方針を定め、具体的な

住宅政策を推進することを目的に、北海道における住宅政策の基本となる計画として、行政をはじ

め、住まい手や住宅関連事業者にも対応する住まいづくりのガイドラインとして位置づけられてい

ます。 

（４）長沼町における関連計画        

① 長沼町高齢者保健福祉計画・第６期介護保険事業計画［平成 27 年 3月策定］ 

平成 27年 3 月に策定したこの計画は第一に、地域の実情に応じて、高齢者が可能な限り住み慣れ

た地域で安心して自立した日常生活を営めるよう、医療・介護・介護予防・住まい及び日常の生活

支援が包括的に提供される体制、地域包括ケアシステムの構築が示されています。 

② 長沼町美しい景観づくり計画 ～長沼町の美しい景観づくり ［平成 20年 4 月 1 日］ 

長沼町では、平成 19年 8月に景観行政団体になったことを受け、それまでに進めてきたまちづく

りの取り組みを踏まえながら、景観法という新たな枠組みのもとで「長沼町美しい景観づくり計画」

を定め、美しい景観づくりに取り組んでいます。 

計画では対象区域、計画の理念、届け出を要する行為など、美しい景観づくりの施策の基本事項

を定めるとともに、美しい景観づくりのための工夫と行為の制限等を定め、目標とする景観から大

きくはずれたものができることを防ぐ最低限のルールを定めています。 
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２．住生活・住宅に関わる地域の将来像 

（１）地域住宅事情の将来想定 

地域の少子高齢化や人口減少対策が、これからのまちづくりの大きな課題であり、「長沼町総合戦略」

において基本的な枠組みが示されています。今後の住宅施策の展開においても、地域将来の住宅事情

を想定し、検討を行うこととします。 

① 将来人口推計 

●本計画における平成 37年（計画年）人口推計  10,455人 

② 世帯数と所有関係別世帯数の将来推計 

●平成 37年所有関係別世帯数想定 

③ 将来の地域住宅事情 
本町の世帯数は、平成 17年からの急激な人口減少への変化を反映し、減少に転じています。今後の

住宅に住む世帯(主世帯)数においても、平成 22年比較で約 230世帯(5.4％)の減少が想定されます。    

所有関係別世帯数の動向予測は、推計①では全てで減少となり、推計②では公営借家と民営借家が

現在水準で推移、持ち家と給与住宅が大きく減少する予測となります。将来の地域住宅事情は世帯減

少という状況において、持ち家世帯と借家世帯が大きく流動することが予測されることから、継続的

に調査し注視する必要があります。 

（２）住生活・住宅に関わる地域の将来像 

少子高齢社会における人口減少に対応した新たな取り組みが求められています。地域独自の取り組みは、

住生活・住宅に係る地域の将来像を立地や地域特性を踏まえたものとして描くことからはじまります。 

① 長沼町の立地特性と地域戦略 
本町は札幌都心部へも 30 ㎞程度と近く、北広島市、恵庭市、江別市等の大都市近郊都市に隣接し、

札幌圏の東端に位置、空港のある千歳市、空知の中核都市岩見沢市に接する立地にあります。人口 1

万人を超える都市規模に見合う機能を備えるとともに、札幌等との距離感において充実した都市機能

を享受しやすい立地環境にあります。そのような中で、農業を主な産業とした豊かな農村環境と石狩

平野の眺望も魅力的な田園都市となっています。 

都市戦略としては、周辺都市と連携した自立都市圏構想がイメージされ、広域的なつながりを深め

ながら「活力にあふれ自立する町の未来」を町の目指すべき姿として、取り組みを進めています。 

長沼町の特色を生かした居住地としての魅力を発信し、周辺都市との交流を深めるとともに居住誘

導を図ることで町の再生・創生につなげることが求められます。 

長沼市街地を中心居住地として、町民の住生活の安定確保及び向上の促進とともに、移住定住促進

による安定した地域形成を目標として将来像を描くことが必要となっています。 
② 長沼町の地域構造特性 
長沼町は、町の機能が集積する＜長沼市街地＞を中心に、平野地の＜農村地域＞と石狩平野を望む

東側の＜馬追丘陵地＞といった特徴ある三つの地域から構成され、田園都市としての固有の魅力をつ

くっています。農村地域の集落拠点は、北、西、南、舞鶴地区に、周辺都市との結びつきをつくる幹

線道路沿いに形成されています。それぞれの地域地区の特性を踏まえ、居住地としての特色をつくる

ことが課題となります。 

 平成 22年  推計① 推計② 

主世帯数 4,214 総世帯数の 96.6% 3,986 

所
有
関
係
別 

持ち家 3,247 (77.1%)  3,072 (77.1%) 3,055 （76.6%） 

公営借家 304 (7.2%)  286 (7.2%) 326 （8.2%） 

民営借家 513 （12.2%）  485 (12.2%) 520 （13.1%） 

給与住宅 150 （3.6%)  143 （3.6%） 85 （2.1%） 
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３．住宅施策の基本的課題 

（１）田園都市の魅力を活かし、誰もが安心して暮らせる住まいの実現 

（２）居住ニーズに対応した良質な住宅ストックの形成 

（３）地域活性化や市街地のコンパクト化に寄与する住まいづくりの推進 
これまでの取り組み項目 現状 

○長沼町にふさわしい住宅地景観の創出と保全

○環境維持や景観形成への住民参加の仕組みづくりの

促進

○移住促進

イ）人口・世帯減少対応～移住定住促進 

ロ）宅地供給対応～市街地内未利用地の活用促進 

ハ）まちづくり対応～長沼らしい住宅地・住環境の形成 

課題 

人口減少が進む中にあって、移住・定住促進を目指した住宅地整備や、市街地における住み替え促進や空き家

空き地の利活用、生活支援サービスの拠点施設整備など、まちづくりと連動した取り組みが求められています。 

居住誘導を誘発する住情報提供の充実とともに長沼町ならではの地域特性を生かした田園住宅の建設促進や

宅地供給の支援、町の魅力を活かした景観の形成と保全が必要となっています。 

（４）地域の資源を活かし、自然環境との共生を重視した住まいの実現 

これまでの取り組み項目 現状 

○環境共生住宅の整備促進

○環境への負荷を軽減する住まいづくり

○自然が享受できるような住民活動への支援

○良好な景観形成への取り組みへの支援

○地場の技術・地域資源を活用した住宅づくりの推進

イ）省エネ対応～住宅における環境技術等の普及 

ロ）エネルギー対応～自然エネルギー設備の導入 

ハ）景観対応～地域環境や景観との調和 

課題 

地球環境に負荷をつくらない、地球にやさしい低炭素社会の形成に向けた住宅分野における取り組みが求めら

れています。低負荷の環境にやさしい環境共生住宅の取り組みや、自然エネルギーを活用した住宅づくりの推進

がまちづくりと連動した取り組みとして求められています。 

これまでの取り組み項目 現状 

○バリアフリー住宅の整備促進

○福祉行政と連携した住宅の改善推進

○介護施設の建設

○情報提供の総合化

○気軽にできる住まいの相談システム

○室内環境が健康的な住宅の普及

イ）高齢者対応 ～ 高齢者人口及び高齢者世帯は増加 

ロ）子育て世帯対応 ～ 少子化の進行 

ハ）住宅確保要配慮者（住宅困窮世帯）対応 

～ 住宅困窮の多様化 

課題 

地域包括ケアシステムの確立といった福祉施策と連携した取り組みや、住宅セーフティネットの一層の充実を

図るため、地域居住の円滑化に向けた取り組みが必要となっています。 

高齢者世帯には住宅のバリアフリー化や、持ち家維持が困難な世帯のための住宅の確保、子育て世帯には子育

てを支援する目的を持った戸建借家等の供給、住宅困窮世帯には低所得者向けの公営住宅法によらない公的住宅

（町有住宅）の整備 など 

これまでの取り組み項目 現状 

○良質で耐久性の高い住宅の普及啓発

○公営住宅整備による耐久性向上への取り組みの推進

○中古住宅市場の環境整備支援

○安心できるリフォーム市場の形成

○公営住宅の建替及び維持保全の推進

○高齢者等の新たな住まい方の検討

イ）持ち家状況～持ち家世帯の減少と戸建て空き家の増加 

ロ）公営借家状況 ～ 公営借家世帯の横ばいと公営住宅 

建替事業の促進 

ハ）民営借家状況 ～民間借家世帯の増加と民間賃貸住

宅の不足解消   

ニ）住宅産業状況 ～年間 50 件程度の民間住宅着工

課題 

居住の基盤としての良質な住宅ストックの形成が求められ、住宅性能の向上とともに長期にわたり良好な状況

で使用されることが重要となってきています。 

新築や建替え等の住宅建設の促進に加え、住宅リフォームの促進による既存ストックの流動化が必要となって

います。 
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Ⅲ 住宅施策の目標と展開方向

 １．住宅施策展開の基本的な考え方 

長沼町は、北海道の中央石狩平野の南端に位置し、札幌市や新千歳空港への近接性を活かした田園

地帯として、農業を基幹産業として発展しています。町の東側には馬追丘陵が連なり、石狩平野の地

平線に沈む夕日を望むことができる環境にあります。人口は 11,439 人（平成 27 年 3 月末）となって

おり、地域固有の特性や資源を活用しながら発展してきています。 

第５期長沼町総合振興計画では、基本テーマである「 ひと・緑がかがやく田園と交流のまち 」

を目指す姿としたまちづくりを進め、「 安全に安心して暮らせるまち 自然環境と調和したまち 来

てみたい、住んでみたいまち 」の実現を目指しています。 

住宅施策における展開においては、本町の持つ多様な魅力を住まい・まちづくりに活用するほか、

人口減少・少子高齢化が進行する状況にあって定住促進・移住促進を図っていく必要があり、将来を

見据えた取組みとの連動が求められます。実際に行われる住宅建設や改修等、公共、民間を問わない

多様な住宅と住生活に関わる活動を、地域資産（ストック）の蓄積につなげるよう誘導することが重

要となります。 

① 地域特性に対応した住まい方の提示

② まちづくりとの連携による住まい方の提示

③ 環境共生の住まい方の提示

２．住宅施策の目標 

■ ３つの基本目標 ■

 

基本テーマ 

環境と交流の恩恵を受け 

住む人が元気になり、まちが元気になる 

住まい・まちづくり 

目標１ 

町民一人ひとりが 安全安心に暮らすことができる 

住まい・まちづくり 

高齢者世帯や子育て世帯、住宅に困窮する世帯等への住宅支援を充実し、安心

して暮らすことが出来る住まいの確保に向けた施策を展開します。

目標２ 

地域環境や自然環境と調和した 

住まい・まちづくり 

寒冷地の北国環境に対応した良質な住宅づくりを進めるとともに、地域環境に調和

した住宅施策を展開します。 

目標３ 

地域再生に寄与する 来てみたい・住んでみたい 

住まい・まちづくり 

住宅地の整備供給や長沼らしい住宅づくりの支援を行い、移住・定住促進に寄与す

る施策を展開します。
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３．住宅施策の展開方向 

 

■住宅施策の体系 

基本目標 展開方向 具体的な取り組み 

 

［目標１］ 

 

町民 

一人ひとりが 

安全安心に 

暮らすことが 

できる 

住まい 

まちづくり 

 

① 高齢者が安心して暮らせる 

住宅づくり住生活への支援 

○バリアフリー住宅改善の支援 

○高齢者向け住宅等整備の支援 

○冬の除排雪の軽減 

② 子育て世帯が安心して 

暮らせる住まい・環境づくりの

支援 

○子育て世帯に対する住宅建設の支援 

○子育て世帯向の空き家活用の促進 

○子育て支援住宅の整備 

○子育て世帯の住替等に関する住情報の提供 

③ 住替えを誘導する循環型 

住宅市場の形成 

○性能向上住宅リフォームの支援 

○中古住宅市場情報の整備 

○公営住宅入居者の適正管理 

④ 高齢者の住まいに関する情報 

の提供や相談体制の充実 

○高齢者等の住まいに関する情報の提供 

○高齢者等の住宅相談窓口・体制の充実 

⑤ 安全・安心な住宅づくりの 

推進 

○住み手が安心できる住宅関連情報の提供 

○既存住宅の耐震化の促進 

 

［目標２］ 

 

地域環境や 

自然環境と 

調和した 

住まい 

まちづくり 

 

① 地域環境と調和した良質な 

住宅ストックの形成 

○北国にふさわしい 住まいづくりの意識啓発 

○長沼町にふさわしい優良田園住宅建設の促進  

○良質な民間賃貸住宅の建設促進 

○老朽公営住宅を解消する建替事業の促進  

② 地域景観に配慮した 

住まいづくりの推進 

○地域景観と調和する住宅づくりの推進 

○魅力ある田園居住の住まい方支援 

○景観保全や街並み形成に向けた意識啓発 

○廃屋対策など良好な景観づくりの推進 

③ 環境共生の住まいづくりの 

推進 

○住宅の省エネルギー化の促進 

○自然エネルギーの活用技術の普及促進 

○建築系廃棄物の適正処理とリサイクルの推進 

④ 地域技術でつくる 

住まいづくりの推進 

○地域の技術・資源を活用した住宅づくりの推進 

○地域企業の技術力・生産性向上への支援 

 

［目標３］ 

地域再生に 

寄与する 

来てみたい 

住んでみたい 

住まい 

まちづくり 

① まちづくりと連携した 

宅地供給の推進  

○地権者や開発業者の宅地供給の支援 

○遊休町有地を活用した魅力的な宅地整備の推進  

○定住促進のための宅地取得の支援 

② 移住定住化促進のための 

住宅づくりの推進 

○移住者の住宅取得支援 

○移住促進住宅の整備検討 

○移住体験住宅の整備検討 

③ 空き家・空き地活用の促進 

○空き家活用の促進 

○空き家・空き地バンク制度の充実 

○移住希望者への住情報の提供 
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（１）目標１ 町民一人ひとりが安全安心に暮らすことができる 住まい・まちづくり 

高齢者世帯や子育て世帯、住宅に困窮する世帯等への住宅支援を充実し、町民一人ひとりが地

域で安心して暮らすことができる、住まい・まちづくりを実現するための展開方向と具体的な取

り組みは次の通りとします。 

【展開方向】 

① 高齢者が安心して暮らせる住宅づくり住生活への支援 

高齢単身または高齢夫婦世帯等の増加は、今後も続くものと判断されます。高齢者や高齢者の

いる家族が、自らの努力により、将来にわたって地域で安心して住み続けることができるような

住宅の整備や改修を支援します。 

② 子育て世帯が安心して暮らせる住まい・環境づくりの支援 

定住促進の視点においても、子育てしやすい環境と生活の安心をつくるため、子育て世帯の住

宅取得等を円滑にするための支援を行います。 

③  住替えを誘導する循環型の住宅市場の形成 

高齢者世帯や子育て世帯等の、世帯規模や構成と居住する住宅規模にミスマッチが生じており、

今後は住み替えしやすい環境整備や、対応できる住宅ストックを確保することが課題となってい

ます。既存住宅の住宅リフォームの促進による良質な既存住宅の活用など、循環型の中古住宅市

場を形成するための仕組みづくりや、流通の促進に取り組みます。公営住宅においても、入居者

の適正管理による、有効な公営住宅の活用を行います。 

④ 高齢者の住まいに関する情報の提供や相談体制の充実 

高齢者向け住宅や住み慣れた住宅に住み続けるためのバリアフリー改修など、高齢者の住まい

に関わる情報提供を行います。また、地域包括支援センターと連携しつつ、住まいに関する不安

を抱える高齢者が身近に相談できる体制の充実を図ります。 

⑤ 安全・安心な住宅づくりの推進 

住宅への安全・安心への関心は高まっています。居住者が、安全・安心に生活できる住宅を取

得できるように支援するとともに住宅供給者への指導・啓発を促進します。 

 

 

（２）目標２ 地域環境や自然環境と調和した住まい・まちづくり 

寒冷地の北国環境に対応した良質な住宅ストックの形成を進めるとともに、長沼の持つ魅力あ

る景観など、地域環境や自然環境と調和した住まい・まちづくりを実現するための展開方向と具

体的な取り組みは次の通りとします。 

【展開方向】 
① 地域環境と調和した良質な住宅ストックの形成 

新規に建設する住宅においては、長期優良住宅認定制度など、総合的に良質な住宅を実現でき

る技術・制度を活用することができます。北国の気候特性や高齢社会などに対応し、地域環境と

調和した戸建住宅や、民間賃貸住宅等の整備促進を図ります。 

②  地域景観に配慮した住まいづくりの推進 

地域の自然環境や田園景観は、次代に残す固有の資産です。地域環境と調和する住宅地景観の

創出やその保全は地域の魅力となります。 

長沼町の住まいづくりは、「美しい景観づくり計画」に基づき、地域特性を踏まえ住民が主体と

なった取組みとして推進します。また、美しい景観を保全するため、危険家屋等空き家の除却等

を推進します。 
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③ 環境共生の住まいづくりの推進 

公営住宅等の建設における環境共生型住宅の推進とともに、民間住宅等における省エネ住宅の

推進や建築系廃棄物の適正処理・リサイクルを推進します。 

④ 地域技術でつくる住まいづくりの推進 

 地域の住宅産業の振興は、住宅関連産業のみならず、地域経済への波及効果も期待できます。

今後においても地域の技術・資源の活用促進を図るとともに、民間住宅における生産体制の充実

化へ向けた取り組みや技術力・生産性向上への支援を図ります。 

 
 

（３）目標３ 地域再生に寄与する 来てみたい・住んでみたい 住まい・まちづくり 

地域への移住や定住化を促進するため、宅地取得や住宅づくりの支援を行い、地域再生に寄与

する 来てみたい・住んでみたい住まい・まちづくりを実現するための展開方向と具体的な取り

組みは次の通りとします。 

【展開方向】 
① まちづくりと連携した宅地供給の推進  

宅地供給の促進や宅地整備をまちづくりや移住定住化促進に位置づけ、長沼町にふさわしい、

ゆとりある優良田園住宅建設を可能にする良質な住宅地づくりを進めます。地権者や不動産デベ

ロッパーへの支援・遊休町有地を活用し、魅力的な宅地の整備に取り組みます。 

② 移住定住化促進のための住宅づくりの支援 

移住定住化促進の取り組みにおいては、本町の立地特性や豊かな環境を活かした住宅づくりを

促進し、移住希望者のための住宅取得支援を行うとともに住情報提供の充実を図ります。長沼町

への流入を促進させるため、家賃の助成や住宅取得者への購入資金、通勤通学者への交通費用の

助成等を検討します。「住宅は環境の良い本町で、札幌圏へ通勤通学」の暮らし方を後押しします。 

③ 空き家・空き地活用の促進 

空き家の所有者に対しリフォーム資金を助成することにより、空き家活用を促進し、住宅の流

動化と住環境の改善に寄与するとともに、移住希望者が住宅を取得しやすい状況づくりを行いま

す。 
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Ⅳ 住宅特性別・地区別の展開 
 

１．住宅特性別の展開 

住宅は、所有形態の違いにより、住まいをとりまく課題や対応の方向も異なります。「持ち家」

「民営借家」「公営借家」における住宅特性別施策の主な展開方向は次のとおりとします。 

 

■３つの住宅特性別展開 

 

 

 

 

 

 

 

（１）持ち家の展開方向 

持ち家は、長沼における居住の基盤であり、高齢者も多く居住する所有形態となっています。また、

大半が戸建て住宅であり、長沼市街地、農村地域、馬追丘陵地の環境特性に応じ、地域の暮らしイメ

ージを表現しています。今後の施策展開においては、持ち家の持つ社会的側面を重視し、地域環境と

調和した良質な住宅ストックとしての役割を担う持ち家づくりを推進します。 

■主な展開方向 

○バリアフリー住宅改善の支援 

○性能向上住宅リフォームの支援 

○長沼町にふさわしい田園住宅建設の促進 

○既存ストック有効活用向けた住宅リフォームの促進 

○既存住宅の耐震化の促進 

（２）民営借家の展開方向 

民営借家は若年世帯や転勤族等の借家層の主な居住形態であり、長沼町では公営借家世帯数より多

くの世帯が居住し、集合住宅（アパート）を中心とした木造賃貸住宅建設も進んでいます。 

今後の施策展開においては、若年世帯や子育て世帯の定住促進に向けた、質の高い民間賃貸住宅整

備の促進、高齢者世帯への対応としての高齢者向け住宅整備の支援等も検討します。 

また、戸建借家の流通促進を図るため、空き家のリフォーム支援を推進します。 

■主な展開方向 

○質の高い民間賃貸住宅建設の促進 

○性能向上民間賃貸住宅リフォームの支援 

○既存住宅の耐震化の促進 

（３）公営借家の展開方向 

本町では公営住宅等長寿命化計画に基づき、老朽公営住宅解消を目的とする建替事業を中心に維持

管理することとしています。 

今後の施策展開においては、既存住宅の現状を踏まえつつ計画的に建替を行うとともに、住宅ニー

ズに対応した多様な住宅供給も検討します。また入居者の適正管理を推進し、既存ストックの有効な

活用を推進します。 

■主な展開方向 

○老朽公営住宅を解消する建替事業の促進 

○既存住宅の計画的な改善及び維持管理 

○公営住宅入居者の適正管理 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１） 

持ち家の 

展開方向 

（２） 

民営借家の 

展開方向 

（３） 

公営借家の 

展開方向 
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（３） 

馬追 

丘陵地 

 

 

 

（１） 

長沼市街地 

２．地区別の展開 

 
長沼町は景観計画での地域区分のように、「長沼市街地」「農村地域」「馬追丘陵地」の３つの地

区で構成されており、各々特徴のある地勢や景観などを備えています。 

それぞれの地区における特性を生かした住宅施策の主な展開方向は次の通りとします。 

 
■３つの地区別展開 

 
 
 
 
 

 

 
 

（１）長沼市街地 

本通り商店街を中心軸とする商業施設、行政施設、医療施設等が集約して、生活利便性の高い中心

市街地を形成しており、近接して民間アパートも集積しています。 

コンパクトな市街地構造によって商店街等へのアクセスも良い環境にあり、今後は既成市街地の住

環境向上や未利用地の宅地化促進による魅力ある住環境の創出が必要となります。 

■主な展開方向 

○中心市街地の暮らしの利便性を活用する居住誘導の促進。 

○民間との連携による、まちなかへの居住誘導の検討。 

○既成市街地内の未利用地を活用した住宅地整備の促進。 

○田園と交流のまちにふさわしい〈ゆとりある市街地型住宅地〉の創出。 

○既成住宅地の魅力ある住環境づくりの推進。 

○老朽公営住宅の建替整備による市街地環境の改善。 

（２）農村地域 

殖民区画と耕地防風林など、「農業のまち」として形成される過程を経て形づくられた景観が形成さ

れています。住宅施策の取り組みとしては、農村景観における住環境の保全を図るとともに、地域と

連携した空き家農家の活用など田園景観と調和した住宅づくりを促進します。 

■主な展開方向 

○田園景観や身近な自然環境の保全。 

○空き家農家の利用や滞在型田園住宅の建設誘導など。 

○農村風景と調和する住宅づくりの推進。 

○危険空き家等の除却に対する支援の検討。 

（３）馬追丘陵地 

馬追丘陵の西斜面に位置し、豊かな自然と眺望に優れた環境を望む人々の住宅建設が散見されます。 

今後は美しい景観づくり条例に基づき、魅力ある丘陵の自然環境や景観の保全を図るとともに、魅

力ある住宅地景観・環境の創出を推進します。 

■主な展開方向 

○眺望景観や自然を大切にし、丘陵地の自然景観と調和する 

住まいづくり・住宅地づくりの推進。 

○地域、地区居住者と連携した“持続する環境づくり”の推進。 

（２）農村地域 
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Ⅴ 施策推進に向けた重点的な取り組み 

１．施策推進のポイント 

人口減少と少子高齢化状況における地域社会の構造的な変化に対し、持続的な発展に向けた地域行

政の取り組みが進められています。 

住宅施策は、これら取り組みと連動した中で、住まい手や住民、住宅関連事業者等との、協働や連

携による取り組みとして推進します。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）住まい手や町民の意識啓発 

 
住まい手は、自らが高い意識を持って住宅の品質や性能に

関する知識を高め、住宅性能の表示や認証制度の利用を図る

など、積極的に住宅の質を向上する努力や維持の取り組むこ

とが期待されます。 

また、子育て世帯や高齢者などの生活支援や相互扶助を進

めるために、地域住民のネットワークやコミュニティ形成に

積極的に関わることが期待されます。 

住宅施策の推進にあたっては、住まい手や町民の意識啓発

を進め、住まい・まちづくりを地域課題として推進します。 

 

（２）民間との連携 

 
住宅建設に関わる事業者においては、住宅の耐震性の確保

など人命に関わる責任を負っていることを再認識し、誰もが

安心して居住できる良質な住宅を提供することが期待されま

す。また、行政のみならず、不動産や金融などの専門家との

連携が期待されます。 

福祉サービス等を提供する事業者においては、地域の住宅

施策についての理解と、施策展開における協力が期待されま

す。 

住宅施策の推進にあたっては、町民や民間事業者等との連

携による、魅力ある住まい・まちづくりを推進します。 
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２．重点的な取り組み 

住宅施策の目標と展開方向を踏まえ、重点的に取り組む施策は次の事項とします。 

 

 (１) 安全・安心プロジェクト 

少子高齢化の状況の中で、高齢者や子育て世帯が安心して暮らすことの出来る住まいの確保が

課題となっています。地域包括ケアシステムと連動した高齢者や子育て世帯への支援とともに、

住宅に困窮する世帯のニーズに応じた住宅供給を促進する一方、中古住宅や空き家等の利用促進

により子育て世帯等に必要な住宅を確保する等、循環型の住宅市場の形成を促進します。 

 

主な展開 具体的な取り組み 

① 高齢者の居住の安定確保に向けた取り組み 
・バリアフリー住宅リフォーム支援  

・高齢者向け住宅等の整備促進 

② 子育て世帯の居住の安定確保に向けた取り組み 
・中古住宅の購入支援 

・戸建て借家への入居支援 

③ 高齢者や子育て世帯の住まいに関する情報の 

提供や相談体制の充実 

・高齢者等の住まいに関する情報の提供 

・高齢者等の住宅相談窓口・体制の整備 

 
 

  
安全・安心プロジェクト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
循環型 

住宅市場の形成 

 

〈中古住宅の流通 〉 

〈 空き家の利活用 〉 

 

① 高齢者の 

居住の安定確保に向けた 

取り組み 

 

・バリアフリー 

住宅リフォーム支援  

・高齢者向け住宅等の 

整備促進 

 

② 子育て世帯の 

居住の安定確保に向けた 

取り組み 

 

・中古住宅の購入支援 

・戸建て借家への 

入居支援 

 

③ 高齢者や子育て世帯の 

住まいに関する情報の提供や 

相談体制の充実 

 

・高齢者等の住まいに関する情報の提供 

・高齢者等の住宅相談窓口・体制の整備 



  
  

  
 17 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）田園住宅整備促進プロジェクト 

本町における暮らしの魅力は、ゆとりある住環境における生活にあります。 

市街地、農村地域、馬追丘陵地域各々の環境と調和した田園住宅を住まいイメージとして、美

しい景観づくりに寄与する家づくりや環境共生の家づくり、地域の技術を活かした家づくりを、

重点的な取り組みとして推進します。 

 

  
主な展開 具体的な取り組み 

① 美しい景観づくりに寄与する家づくり 

支援の取り組み 

・環境共生型住宅の促進 

・危険空き家等の除却 

② 環境共生の家づくり支援の取り組み 
・住宅の省エネルギー化の促進 

・自然エネルギーの活用技術の普及促進 

③ 地域の技術を生かした家づくり 

支援の取り組み 

・地域の技術・資源を活用した住宅づくりの促進 

・地域企業の技術力・生産性向上への支援 

 
 
 
 
  

田園住宅整備促進プロジェクト 

 

① 美しい景観づくりに 

寄与する家づくり 

支援の取り組み 

 

・環境共生型住宅の促進 

・危険空き家等の除却 

 
②  環境共生の家づくり支援の 

     取り組み 

 

・住宅の省エネルギー化の促進 

・自然エネルギーの活用技術の 

普及促進 

 
長沼らしい田園住宅

づくりの推進 

 

〈 市街地型 〉 

〈 農村型 〉 

〈 馬追丘陵型 〉 

 

 

③ 地域の技術を活かした家づくり 

支援の取り組みみ 

 

・地域の技術・資源を活用した 

住宅づくりの促進 

・地域企業の技術力・生産性向上への支援 
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（３）移住促進プロジェクト 

移住促進などによる町外からの転入者を増加させる新しい流れをつくる取り組みは、長沼町総合戦

略における重要な取り組みとなっています。 

移住定住施策と連動した移住希望者等への支援とともに、空き地空き家の流動化促進の取り組みに

よる移住希望者に対する宅地や住宅の受け皿づくりと情報提供を、重点的な取り組みとして推進しま

す。 

 
主な展開 具体的な取り組み 

① 移住希望者等への住宅支援の取り組み ・住宅建設・購入への支援 
・家賃助成の検討 

② 移住希望者等への空き家空き地情報の 
収集と発信 ・空き家・空き地バンク制度の充実 

③ 魅力ある宅地供給促進の取り組み ・地権者、開発事業者支援 
・遊休町有地を活用した宅地供給の検討 

④ 空き家活用促進の取り組み ・空き家所有者に対するリフォーム支援 

 
 
 
【移住定住施策支援】                  【住宅施策支援】 
 
 
 
               
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

移住促進プロジェクト 

 

① 移住希望者等への 

住宅支援の取り組み 

 

・住宅建設・購入への支援 

・家賃助成の検討 

 

② 移住希望者等への 

空き家空き地情報の 

収集と発信 

 

・空き家・空き地バンク制度

の充実 

 

 

町外からの転入者増 

 

移住促進 

 

④ 空き家活用促進の取り組み 

 

・空き家所有者に対するリフォーム支援 

 

③ 魅力ある宅地供給促進の取り組み 

 

・地権者、開発事業者支援 

・遊休町有地を活用した宅地供給の検討 



  
  

  
 19 

 
  

 

３．施策の推進に向けて 

長沼町にふさわしい住まいまちづくりを実現するため、本計画の普及、啓発活動を展開するととも

に、住宅施策の推進にあたっては、町民の参加と協力や北海道、近隣市町村、住宅建築関係団体・組

織、住宅関連事業者等との連携を強化しながら進めます。 

 
① 住生活基本計画の普及・啓発活動の展開 

住生活基本計画は住宅行政の基本計画であるとともに、町民や民間事業者等と一体となった取り

組みとなってはじめて実現できるものです。 

 

・行政内部においては、庁内各課で検討されている施策間の調整を経て、本計画の庁内における位

置づけを行います。 

・町民には本計画のＰＲや広報を行うことで、町民の関心を高め、町民と行政が一体となって積極

的に住まい・まちづくりを推進する気運の盛り上げに努めます。 

 

 
② 住まい・まちづくり行政の執行体制の強化 

住まい・まちづくりに対する町民のニーズはより多様化・高度化しており、施策の推進にあたっ

ては、建設、福祉、保健医療、まちづくり、産業など関連する部局間、及び北海道などとの連携を

一層強化しながら推進します。 

 

・情報提供に関しては、北海道の住宅・建築・まちづくり行政を補完する（財）北海道建築指導セ

ンターとの連携により、これまでの町民ニーズに対応した住情報の提供や技術指導、まちづくり

支援などを積極的に行い、行政施策を効率的に展開します。 

 

 
③ 町民、民間団体．事業者の参加と協働 

住まい・まちづくり施策の推進には、町民の理解と協力が不可欠であり、各地区において、住民

の参加と協力を求め、また協働の作業を通した施策展開を推進します。 

 

・施策の円滑な展開を図るため、住宅やまちづくりに関する情報の提供を積極的に行います。 

・住宅の建設・リフォームに関しては、関係団体や建設事業者などの果たす役割が大きく、情報交

換の活発化を図るとともに、連携や協力体制の充実を図ります。 
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